
ビジョン

ウラ日本から新時代の地方都市づくりに挑戦

202５年1月

小松市



公立小松大学の開学により、本市の人口動態の課題のひとつである

進学時における若者の転出超過の克服に一定の効果が表れています

この流れを大きくするため、女性や若者が働ける産業構造をつくり、

進学時だけでなく就労時の人流を上向きに変えることで働く若者が増え、

そして抜群の教育・子育て環境づくりで、新しい家族の誕生も期待します

多くのリソースに恵まれた本市なら、その実現が可能です

国際空港、新幹線駅といった高速交通ネットワークに加え、

世界的企業を中心とした産業力、高い住みよさ、

日本海側特有の自然や文化等、地方創生に資する基盤・資源が揃っています

この機能や価値をさらに高め、こまつ創生力をアップしていきます

暮らしの安心感を生む医療や福祉、地域交通網や防災力などを充実し、

生活基盤のベースアップとともに、質の高い生活空間をつくりあげることで、

若者だけでなく、全世代の居住や滞在の幸福感を高めます

住み続けたくなる住環境は、人流の好循環にもつながっていきます

好循環のスタート地点

好循環のゴール、そしてスパイラルアップ

地方の活力向上は、国力の伸張に直結します

基盤の揃う小松市が、地方都市の発展をリードしていきます

小松市の地方創生は、

若い世代の流れを変える

好循環のまちづくり
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リソース

仕事・教育
子育て

生活基盤

好循環を生み出す基盤・資源
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直近５年間の状況では、男女ともに大学進学時相当となる15～19歳において大きな転出超過となる

一方、就職時相当となる25～29歳では大きな転入超過となっています。男女別に比較すると、大学

進学時の転出超過、また就職時の転入超過双方において、男性に比べ女性が減少方向となる傾向が

強くなります。さらに、進学・就職双方の要因が含まれる20～24歳においては、女性の転出超過がよ

り顕著に表れています。

若い世代の転出入傾向
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女性男性
（転入：人）

（転出：人）

（純移動数：人）

（転入ー転出）

▲５年前の年齢

▼調査時点の年齢

▲５年前の年齢

▼調査時点の年齢

就職等の転入
（転入超過）

進学等の転出
（転出超過）

男女間でギャップ

2015年→2020年の純移動数（外国人を含む）

（人）

2020年と2015年との就業者数比較(外国人を含む)

就労者減

就労拡大

産業別女性従事者における5年間での増減数では、本市の主要産業である製造業等においては減少

している一方、卸売業や小売業、教育・学習支援業においては大きく増加しています。若い世代、特に

女性の就労環境の整備が重要であると考えます。

女性の働く場所（職種）

年齢階層別の人口移動

産業別女性従事者の増減
A 農業，林業
B 漁業
C 鉱業，採石業，砂利採取業
D 建設業
E 製造業
F 電気・ガス・熱供給・水道業
G 情報通信業
H 運輸業，郵便業
I 卸売業，小売業
J 金融業，保険業
K 不動産業，物品賃貸業
L 学術研究，専門･技術サービス業
M 宿泊業，飲食サービス業
N 生活関連サービス業，娯楽業
O 教育，学習支援業
P 医療，福祉
Q 複合サービス事業
R サービス業（他に分類されないもの）
S 公務（他に分類されるものを除く）
T 分類不能の産業
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こまつ人口レポートから見る本市の課題 （２０２０年国勢調査ベース）



本市では、基本構想やビジョンを定め、バックキャスティング手法でまちづくりを進めています。

2023年及び２０２４年、基本構想である「小松市都市デザイン」、そして都市デザインを具体的に視覚

化した「小松市2040年ビジョン」を策定し、目指すべき将来像（目標）を設定しました。

国が示す地方創生の考え方を踏まえ、人口減少・超高齢化の社会に顕在化する諸課題を克服し、

市制100周年を迎える2040年も人口10万都市であり続けるために、小松市にしかできないまちづく

りに挑戦していきます。

2040年ビジョンと政策をつなぐ戦略及び行動計画

小松市都市デザイン

世界に時めく日本海側の拠点都市を目指し、

６つの都市像で小松市の将来像を設定

小松市２０４０年ビジョン

都市デザインで定めた６つの都市像を

わかりやすくイメージ化

小松市ビジョン総合戦略

まち・ひと・しごと創生法に定める地方版総合戦略の考え方を踏まえ

ビジョン実現のため、５年間で集中して取り組むべき政策を設定

本市の地方創生は好循環のまちづくり

若い世代の人流を変えるため、明確でわかりやすい４つのターゲットを設定し、時代のニーズに合

わせ様々な角度から政策を実行します。
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小松市ビジョン総合戦略の位置づけ

総合戦略の柱 ４つのターゲット

人流・物流基盤の強化

まちの安心感・幸福感

若者・女性の 転出入の好転 新たな家族の誕生

持続可能な行政経営・都市経営

TARGET 1

TARGET 2

TARGET 3

TARGET 4



- 高い都市機能とウラ日本の長所を活かし、日本海側随一の交流都市に -

▶ 小松駅周辺の活動人口 2.2万人/日

▶ 空港・駅周辺の地価 平均20%UP

KGI

KPI ▷ 空港・駅の年間利用者数 400万人

▷ コンベンション利用数 100件

▶ 小松空港のさらなる国際化の推進(旅客·貨物)と利用促進

▶ エアターミナルビルや商業サービス・エンターテイメント、行政機関など、

民間とも連携し小松空港周辺に産業の集積や賑わい生み出す

▶ 小松駅東地区複合ビルの整備に合わせ企業本社機能やオフィスの誘致を加速

▶ 公立小松大学、サイエンスヒルズなど、教育の集積エリアとしても駅周辺をさらに充実

▶ 北陸新幹線の早期全線開業の促進や広域道路網等の整備で、アクセス力をさらに強化

▶ 廃校などの公共施設の有効活用や拠点化（産業等）を進め、農山村エリアに新しい活力を

▶ 木場潟公園整備の促進や食・温泉の魅力発信など、自然や地域資源を積極的に活用

▶ 製品プラスチックのリサイクル化や再生可能エネルギーの普及促進、循環型林業の推進など、

市民・企業等と一丸でゼロカーボンシティを推進

▶ 文化・工芸・産業など、歴史や伝統を守り、次世代に継承

▶ レール＆フライトの推進、自動運転バスレベル４など、北陸エリアの交通結節点機能を高める

▶ 観光やMICE、プロスポーツ・全国大会の誘致など、様々な交流を活発化

▶ ビジネスの拠点、産業観光等を活かしたインバウンドや国際交流の拡大

都市機能と周辺の発展

自然・文化の保全・継承と活用

交流機会と人流の創出

人流・物流基盤の強化
T
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KPI

若者・女性の転出入の好転 新たな家族の誕生

▶ 若者・子育て世代の転入超過 年間+210人

▶ 合計特殊出生率 1.7以上

- 誰もが働きやすい産業の構築と、教育・子育て環境のグレードアップ -

▷ 製造品出荷額等 8,000億円

▷ 若年女性の転入超過 年間+30人

▷ 出生数 800人以上

▷ 児童・生徒の全国大会出場者数 ７00人

▶ 産業団地整備やオフィス誘致の加速に加え、スタートアップ支援等の充実により仕事をつくる

▶ バランスのよい産業構造の構築と柔軟な働き方の推進で、特に女性が働きやすい環境を整備

▶ ＤＸ導入伴走型支援や事業承継支援体制の構築など、既存産業の継続・レベルアップを支援

▶ オーガニック野菜や特別栽培米等、高付加価値農産物の生産拡大や担い手確保を推進し、

一次産業を強化

▶ 妊娠前からの健康管理やライフプランニング、不妊不育治療支援など、出産前の支援の充実

▶ 幼児健診や各種予防接種、給付金や医療費助成など、経済的支援も含めた伴走型支援体制

▶ 病児・病後児預り、発達支援、外国籍児童、親のワークスタイルなど、様々な需要に対応する

安心の保育環境を整備

▶ 都市圏等への積極的なPRや市内の住宅環境整備で、定住や二地域居住を推進

▶ 学ぶ相手や学び方など、自己調整しながら主体的な学びを進める、個別最適な教育を実践

▶ 学校・学級数の適正規模の検討や部活動の地域移行など、他者との関わり合いで生まれる

協働的な学びの環境を整備

▶ 公立小松大学の価値の向上や市立高校改革の実行

▶ 個性や特技を磨き仕事や地域で活かし続けるため、生涯学習やリカレント教育を推進

教育の質・環境の改革
T
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産業の創出と発展

ダントツの子育てサポート

KPI
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KGI



▶ Well-being 指標 偏差値 60

- デジタルも駆使し、生活基盤はベースアップ、暮らしはワンランク上へ -

▶ 治山治水・地震などへの防災対策の充実 ▶ 空き家対策と活用の推進

▶ 消防施設の適正配置、高機能指令システムや ▶ 増加する有害鳥獣被害への対策

資機材整備など、消防体制・機能の高度化 ▶ 地域による防犯交通安全など、共助の推進

▶ 地域医療との協力や産学官連携を進めるとともに、高度医療や急性期医療に対応し、

今後も地域医療支援病院としての役割を果たすため、市民病院の建替えを推進

▶ 超高齢社会に対応した介護予防・重度化防止に資する介護サービスの充実や、健康づくりの浸透

▶ ICTを活用した相談や居場所づくりなど、アウトリーチ策の推進（8050問題などへの対応）

▶ 感染症や熱中症対策など、現代の危機への対策を強化

▶ エリア毎に最適な交通体系の選択（バス路線の見直しやライドシェア・自動運転の推進等）

▶ 地域交通利用のデジタル化や配車システムの構築等、利用者の利便性向上

▶ 地域交通の主軸となる並行在来線の駅機能の充実と利用促進、新駅構想の推進

▶ 芦城公園エリアの景観を大転換させ、新たな歴史を創り出す未来型図書館の整備

▶ スポーツ・文化施設の機能・魅力アップとともに、人材育成支援等を通じた普及活動を促進

▶ ドローン活用やデジタル通貨の普及など、先端技術を活用した暮らしや社会のアップデート

▶ 町内会等のコミュニティの形成・発展を支援し、市民力・地域力を強化

まちの安心感・幸福感

防災・防犯のレベルアップ

医療・福祉・介護の充実

地域交通体系の確立

質の高い生活環境づくり・地域コミュニティ

T
A
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G
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T
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KGI

KPI ▷ いきいきシニア率（75、80、85歳） 95.9％、88.3％、78.0％

▷ 住宅の防災支援制度申請数 1,000件(５年間累計）

▷ 交通空白エリアの解消 交通空白エリアなし

6

資機材整備など、消防体制・機能の高度化



▶ 税・ふるさと納税の財源比率 70％

- 課題を先送りしない。世代間の公平性を保つ -

▷ ふるさと納税寄附額 10億円

▷ マイナンバーカード保有率 80％

▷ 公有資産の民有化・除却等 10件

▷ 若者の市政選挙投票率 60％

▶ 公平性や全体最適の考えの下、既成概念にとらわれず、真に必要な政策を実行

▶ マイナンバーカードの普及や電子申請の拡大など、行政手続きのデジタル化への転換

▶ 企業や高等教育機関等との連携による政策の高度化

▶ 市民ニーズ、行政ニーズに応じた人事登用の推進や、職員の専門性向上

持続可能な行政経営・都市経営

時代ニーズに見合う政策の展開

T
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T

 4

KGI

KPI

公共施設マネジメント・将来負担軽減

安定した財源確保への工夫

行政の広域化の推進

▶ 企業誘致や民間投資の誘発、定住促進による税収のベースアップ

▶ 遊休資産の売却等による公有資産の民有化

▶ ふるさと納税やPFI事業など、積極的な民間企業等との連携

▶ 人口減少時代に求められる持続可能な公共施設の検討と実行（機能・数・配置等）

▶ 次世代への投資と将来負担のバランスを考えた持続性のある公共投資

▶ 消防活動や医療など、生活圏域をベースとする広域化の推進

▶ 経済や文化、学生交流等、国内外の都市とのパートナーシップの構築と交流の促進
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小松市ビジョン総合戦略 KGI・KPI 一覧

KGI
小松駅周辺の活動人口 1.7万人

(2024年3-11月)
2.2万人

（2029年度）

人流分析ツールによる推計人口
1日あたり(年度平均)

空港・駅周辺の地価 平均+13.6％
（2024年）

平均+20％
（2029年）

2021年比

KPI
空港・駅の年間利用者数 343.5万人

（2019年度）
400万人

（2029年度）

小松空港国内・国際線旅客数
小松駅年間乗車人員(JR+IR)

コンベンション利用数 81件
（2023年度）

年間100件 コンベンション等開催補助制度

KGI
若者・子育て世代の転入超過 年平均+24人

（2015-23年）
年間+210人

年間転入転出差引人数
(～40代の男女)

合計特殊出生率 1.53
（2022年）

1.7以上
（2029年）

KPI

製造品出荷額等 6,912億円
（2022年）

8,000億円
（2029年）

若年女性の転入超過 年平均▲41人
（2015-23年）

年間+30人
年間転入転出差引人数
(20～30代の女性)

出生数 725人
（2023年）

800人以上
（2029年）

児童・生徒の全国大会出場者数 586人
（2023年度）

700人
（2029年度）

KGI Well-being 指標 偏差値50.7
（2023年）

偏差値60
（2029年）

KPI

いきいきシニア率（75歳）
いきいきシニア率（80歳）
いきいきシニア率（85歳）

95.8％
87.5％
77.1％
（2024年）

95.9％
88.3％
78.0％
（2029年）

要介護認定(要支援を除く)を
受けていない人の割合

住宅の防災支援制度申請数 165件
（2023年度）

1,000件
（2025-29年度）

耐震診断、耐震・防火改修、
感震ブレーカー等への補助制度

交通空白エリアの解消 交通空白エリアなし
（2029年度）

KGI 税・ふるさと納税の財源比率 62.1%
（2023年度）

70%
（2029年度）

市税・ふるさと納税等が
標準財政規模に占める割合

KPI

ふるさと納税寄附額 3.1億円
（2021年度）

10億円
（2029年度）

マイナンバーカード保有率 75.9％
（2023年度）

80％
（2029年度）

公有資産の民有化・除却等 10件
（2025-29年度）

若者の市政選挙投票率 46.8%
（直近）

60%
（期間中実施分）

市長選挙・市議会議員選挙に
おける30～40代の投票率

人流・物流基盤の強化

まちの安心感・幸福感

若者・女性の転出入の好転 新たな家族の誕生

持続可能な行政経営・都市経営

[策定時の値] [目標値]

KGI : Key Goal Indicator

KPI : Key Performance Indicator
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